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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
正極、負極、セパレータ及び非水電解質から構成される非水電解質電池において、前記非
水電解質は、リチウム塩、有機溶媒及びイオン液体からなり、前記イオン液体を前記非水
電解質の総体積に対して３０～７０体積％含み、前記セパレータは、多孔性基材に、フッ
素含有樹脂が配されていることを特徴とする非水電解質電池。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は非水電解質電池に関するもので、さらに詳しくは、イオン液体を含有する非水
電解質を用いた非水電解質電池に用いるセパレータの改良に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、高性能化、小型化が進む電子機器用電源、電力貯蔵用電源、電気自動車用電源等
として、リチウムイオン電池に代表される非水電解質電池が注目されている。
【０００３】
　一般的な非水電解質電池は、正極、負極、非水電解質およびセパレータを備えており、
セパレータには、ポリエチレンやポリプロピレンなどからなる微多孔膜が一般に用いられ
ている。非水電解質としては、一般的に、常温で液状を呈する非水電解液が用いられてい



(2) JP 5157107 B2 2013.3.6

10

20

30

40

50

る。該非水電解液は、一般的に常温で液状の有機溶媒に常温で固体状のリチウム塩を溶解
させてなるものであり、該有機溶媒としては、例えば、エチレンカーボネート、プロピレ
ンカーボネート、ジメチルカーボネート、ジエチルカーボネート、メチルエチルカーボネ
ート、γ－ブチロラクトン、ジメトキシエタン、ジエトキシエタン、メトキシエトキシエ
タン等の有機溶媒が用いられている。
【０００４】
　一方、非水電解質として、常温で液状を呈するイオン液体を用いることが提案されてい
る。イオン液体は、それ自身が常温で液状でありながら揮発性が実質的になく、かつ、高
い難燃性を有するものである。特に電力貯蔵用電源や電気自動車用電源等の比較的大型の
用途には、引火の虞がない等の特性を有する非水電解質の使用が望まれており、上記イオ
ン液体を電解質に用いる技術が提案されている。（例えば、特許文献１～３参照）。
【０００５】
　しかしながら、これらのイオン液体は、有機溶媒とリチウム塩からなる一般的な非水電
解液に比べて融点が高く、かつ、粘度も高いことから、リチウムイオン等のキャリアイオ
ンの移動度を充分に高いものとすることができないといった問題点があった。そのため、
イオン液体からなる非水電解質を用いた非水電解質電池は、一般的な非水電解液を用いた
非水電解質電池に比べ、高率放電特性が充分でないという問題点があった。さらに言えば
、イオン液体は常温で液状ではあるが、イオン液体からなる非水電解質は従来の有機溶媒
を用いた非水電解質に比較して粘性が高く、セパレータや電極材料に対する濡れ性が低い
ため、充分な量の電解質を保持させるのが困難であるという問題点があった。
【０００６】
　これに対し、イオン液体と有機溶媒を同時に含有する非水電解質を用いることにより、
非水電解質の難燃性を維持したまま非水電解質電池の高率放電特性を改善する試みが提案
されている（例えば、特許文献４～６参照）。
【０００７】
　しかしながら、これらの特許文献に示されている非水電解質も、非水電解質の難燃性を
維持できるような電解質組成では、従来の有機溶媒を用いた非水電解質に比較して粘性が
高く、セパレータや電極材料に対する濡れ性が低いという問題点は、完全に解決されるも
のではなかった。
【０００８】
　一方、従来セパレータとして用いられている多孔性膜を基材とし、これに有機ポリマー
層を複合化することにより、セパレータに対する非水電解質の濡れ性を改善する技術が提
案されている（例えば、特許文献７～１０参照）。しかしながら、有機ポリマー層を複合
化すると、厚さが増大し、孔径及び開孔率が低下する傾向にあるため、有機ポリマー層を
複合化していない元の多孔質膜をセパレータとして用いた場合に比べ、高率放電特性が劣
るという問題点があった。
【０００９】
　特許文献１０には、多孔性基材に有機ポリマー層を形成したセパレータを用いることで
、イミダゾリウムカチオンを有する常温溶融塩（イオン液体）を含有する非水電解質のセ
パレータに対する濡れ性が向上できることが記載されている。特許文献９には、多孔性基
材にポリフッ化ビニリデン又はポリアクリロニトリルを原料として含む有機ポリマー層を
形成したセパレータが記載されている。しかしながら、上記何れの文献にも、多孔性基材
にフッ素含有樹脂材料を配したセパレータの使用により、イオン液体を含有する非水電解
質を用いた電池の高率放電特性が向上できることについては記載がない。
【特許文献１】特開２００１－３１９６８８号公報
【特許文献２】特許第２９８１５４５号公報
【特許文献３】特開２００３－３３１９１８号公報
【特許文献４】特開平１１－２６０４００号公報
【特許文献５】特開２００４－３０３６４２号公報
【特許文献６】特開２００２－３７３７０４号公報
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【特許文献７】特開２００２－５６８９４号公報
【特許文献８】特開２００２－２９８８２０号公報
【特許文献９】特開２００３－５９４８０号公報
【特許文献１０】特開２００２－３２４５７９号公報
【非特許文献１】溶融塩・熱技術研究会編「溶融塩・熱技術の基礎」アグネ技術センター
出版、１９９３年、３１３ｐ（ＩＳＢＮ　４－９０００４１－２４－６）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は上記問題点に鑑みてなされたものであり、リチウム塩、有機溶媒及びイオン液
体を含む非水電解質を備え、高率放電特性に優れた非水電解質電池を提供することを、一
の目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決するための本発明の構成は以下の通りである。但し、作用機構について
は推定を含んでおり、その作用機構の成否は、本発明を制限するものではない。
【００１２】
　発明は、正極、負極、セパレータ及び非水電解質から構成される非水電解質電池におい
て、前記非水電解質は、リチウム塩、有機溶媒及びイオン液体からなり、前記イオン液体
を前記非水電解質の総体積に対して３０～７０体積％含み、前記セパレータは、多孔性基
材に、フッ素含有樹脂材料が配されていることを特徴とする非水電解質電池である。
【００１３】
　先述したように、従来、有機溶媒とリチウム塩からなる一般的な非水電解質と、多孔性
基材にポリマー層が配されたセパレータとを組み合わせて用いると、ポリマー層が配され
ていない多孔性基材からなる一般的なセパレータを用いた場合に比較して、高率放電特性
が劣ることが知られていた。ところが、リチウム塩、有機溶媒及びイオン液体を含む非水
電解質と、多孔性基材にフッ素含有樹脂材料が配されたセパレータとを組み合わせて用い
ることにより、ポリマー層が配されていない多孔性基材からなる一般的なセパレータを用
いた場合に比較して、実に驚くべき事に、高率放電特性が逆に向上する現象を見出し、本
発明に至った。
【００１４】
　なお、本願にいうイオン液体とは、常温において少なくとも一部が液状を呈するイオン
性化合物をいう。常温とは、それを用いた電気化学デバイスが通常作動すると想定される
温度範囲であり、上限が１００℃程度、場合によっては６０℃程度であり、下限が－５０
℃程度、場合によっては－２０℃程度である。一方、非特許文献３に記載されているよう
な、各種電析等に用いられるＬｉ2ＣＯ3－Ｎａ2ＣＯ3－Ｋ2ＣＯ3等の無機系溶融塩は、融
点が３００℃以上のものが大半であり、通常電気化学デバイスが作動すると想定される温
度範囲内で液状を呈するものではなく、本発明におけるイオン液体には含まれない。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、リチウム塩、有機溶媒及びイオン液体を含む非水電解質を備え、高率
放電特性に優れた非水電解質電池を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　本発明に係るセパレータを構成する多孔性基材は、特に限定されるものではないが、ポ
リオレフィン製多孔膜が好ましく、一般的に非水電解質電池用セパレータとして用いられ
ているポリエチレン製、ポリプロピレン製多孔膜の単膜、あるいは、複合膜を使用するこ
とができる。
【００１７】
　多孔性基材に配される樹脂材料は、フッ素含有樹脂材料であることを要し、例えばフッ
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素を含有しないＰＥＯ系樹脂やＰＡＮ系樹脂では本発明の効果が奏されない虞がある。フ
ッ素含有樹脂としては、ポリフッ化ビニリデン又はポリフッ化ビニリデン－ヘキサフルオ
ロプロピレン共重合体からなるフッ素含有樹脂材料が好ましい。
【００１８】
　フッ素含有樹脂は、多孔性基材の、表面、裏面及び孔内壁面からなる基材表面の少なく
とも一部に配されることにより、本発明の効果が奏される。多孔性基材に配するフッ素含
有樹脂の量は、微量であっても本発明の効果が奏されるが、多すぎると、セパレータ中に
含まれる非水電解質中のイオン移動が阻害され、高率放電特性が低下する点からも、好ま
しくない。即ち、多孔性基材の孔を塞がない程度にフッ素含有樹脂が配されているか、も
しくは、フッ素樹脂自身が非常に高い透気性を有していることが好ましく、本発明に係る
セパレータ、即ち、フッ素含有樹脂が配された多孔性基材は、透気性を有していることが
十分条件である。透気性を有することについては、日本工業規格（ＪＩＳ　Ｐ８１１７）
により判定できる。なかでも、セパレータ中のスムーズなイオン移動を実現するためには
、本発明に係るセパレータは、透気度が５００秒／１００ｍｌであることがより好ましい
。
【００１９】
　多孔性基材に配されているフッ素含有樹脂は、多孔質であることが液保持性の点及びイ
オン伝導の点から好ましい。多孔質であるフッ素含有樹脂は、実施例に示すように、例え
ばポリフッ化ビニリデンを可溶な溶媒に溶解して多孔性基材に適用した後、水等の非溶媒
に浸漬することにより、溶媒置換の過程でのミクロ相分離作用によって得ることができる
。
【００２０】
　本発明におけるリチウム塩及びイオン液体を構成するアニオンとしては、特に限定され
るものではないが、ＣｌＯ4

-、ＢＦ4
-、ＰＦ6

-、ＡｓＦ6
-、ＳｂＦ6

-、ＣＮ-、ＣＯＯ-、
ＳＯ2ＣＦ2－、Ｎ（ＣＦ3ＳＯ2）2

-、Ｎ（Ｃ2Ｆ5ＳＯ2）2
-、Ｎ（ＣＦ3ＳＯ2）（Ｃ2Ｆ5

ＳＯ2）
-、Ｎ（ＣＦ3ＳＯ2）（Ｃ4Ｆ9ＳＯ2）

-、Ｃ（ＣＦ3ＳＯ2）3
-、Ｃ（Ｃ2Ｆ5ＳＯ2

）3
-等が挙げられるが、これらに限定されるものではない。これらの四級アンモニウム有

機物カチオンを有する常温溶融塩は、単独で用いてもよく、二種以上混合して用いてもよ
い。なかでも、少なくとも一種がＰＦ6

-であり、かつ、さらにＮ（ＣＦ3ＳＯ2）2
-、Ｎ（

Ｃ2Ｆ5ＳＯ2）2
-、Ｎ（ＣＦ3ＳＯ2）（Ｃ4Ｆ9ＳＯ2）

-、Ｃ（ＣＦ3ＳＯ2）3
-、Ｃ（Ｃ2Ｆ

5ＳＯ2）3
-から選択される化合物の内少なくとも一種を含む、計二種以上からなることが

好ましい。
【００２１】
　二種以上のアニオンを含有させるには、二種以上のアニオンの異なる常温溶融塩と一種
のアニオンからなるリチウム塩を混合してもよく、二種以上のアニオンの異なるリチウム
塩と一種のアニオンからなる常温溶融塩を混合してもよく、さらにはアニオン種の異なる
常温溶融塩とリチウム塩を混合してもよい。
【００２２】
　本発明におけるイオン液体を構成するカチオンとしては、四級アンモニウムカチオン、
ホスホニウムカチオン、などが挙げられる。四級アンモニウムカチオンとしては、イミダ
ゾリウムカチオン、テトラアルキルアンモニウムカチオン、ピリジニウムカチオン、ピロ
リウムカチオン、ピラゾリウムカチオン、ピロリニウムカチオン、ピロリジニウムカチオ
ン、ピペリジニウムカチオン等が挙げられる。
【００２３】
　前記イミダゾリウムカチオンとしては、例えば、ジアルキルイミダゾリウムカチオンと
して、１，３－ジメチルイミダゾリウムイオン、１－エチル－３－メチルイミダゾリウム
イオン、１，３－ジエチルイミダゾリウムイオン、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウ
ムイオン等が、またトリアルキルイミダゾリウムカチオンとして、１，２，３－トリメチ
ルイミダゾリウムイオン、１，２－ジメチル－３－エチルイミダゾリウムイオン、１，２
－ジメチル－３－プロピルイミダゾリウムイオン、１－ブチル－２，３－ジメチルイミダ
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ゾリウムイオン等が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００２４】
　前記テトラアルキルアンモニウムカチオンとしては、トリメチルエチルアンモニウムイ
オン、トリメチルプロピルアンモニウムイオン、トリメチルヘキシルアンモニウムイオン
、テトラペンチルアンモニウムイオン等が挙げられるが、これらに限定されるものではな
い。
【００２５】
　前記ピリジニウムカチオンとしては、Ｎ－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－エチルピリ
ジニウムイオン、Ｎ－プロピルピリジニウムイオン、Ｎ－ブチルピリジニウムイオン１－
エチル－２－メチルピリジニウム、１－ブチル－４－メチルピリジニウム、１－ブチル－
２，４－ジメチルピリジニウム等が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００２６】
　前記ピロリウムカチオンとしては、１，１－ジメチルピロリウムイオン、１－エチル－
１－メチルピロリウムイオン、１－メチル－１－プロピルピロリウムイオン、１－ブチル
－１－メチルピロリウムイオン等が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００２７】
　前記ピラゾリウムカチオンとしては、１，２－ジメチルピラゾリウムイオン、１－エチ
ル－２－メチルピラゾリウムイオン、１－プロピル－２－メチルピラゾリウムイオン、１
－ブチル－２－メチルピラゾリウムイオン等が挙げられるが、これらに限定されるもので
はない。
【００２８】
　前記ピロリニウムカチオンとしては、１，２－ジメチルピロリニウムイオン、１－エチ
ル－２－メチルピロリニウムイオン、１－プロピル－２－メチルピロリニウムイオン、１
－ブチル－２－メチルピロリニウムイオン等が挙げられるが、これらに限定されるもので
はない。
【００２９】
　前記ピロリジニウムカチオンとしては、１，１－ジメチルピロリジニウムイオン、１－
エチル－１－メチルピロリジニウムイオン、１－メチル－１－プロピルピロリジニウムイ
オン、１－ブチル－１－メチルピロリジニウムイオン等が挙げられるが、これらに限定さ
れるものではない。
【００３０】
　前記ピペリジニウムカチオンとしては、１，１－ジメチルピぺリジニウムイオン、１－
エチル－１－メチルピぺリジニウムイオン、１－メチル－１－プロピルピぺリジニウムイ
オン、１－ブチル－１－メチルピぺリジニウムイオン等が挙げられるが、これらに限定さ
れるものではない。
【００３１】
　なお、これらのカチオンを有するイオン液体は、単独で用いてもよく、二種以上混合し
て用いてもよい。
【００３２】
　本発明の非水電解質は、有機溶媒として、環状カーボネート類、及び、鎖状カーボネー
ト類を含有することが好ましい。環状カーボネート類としては、エチレンカーボネート、
プロピレンカーボネート、γ－ブチロラクトン、プロピオラクトン、バレロラクトン、ブ
チレンカーボネート、ビニレンカーボネート、カテコールカーボネート、１－フェニルビ
ニレンカーボネート、１，２－ジフェニルビニレンカーボネート、スチレンカーボネート
、ビニルエチレンカーボネート、４－メチル－４－ビニル－１，３－ジオキサン－２－オ
ンなどが挙げられるが、これらに限定されるものではない。また、鎖状カーボネート類と
しては、ジメチルカーボネート、ジエチルカーボネート、メチルエチルカーボネート、ジ
プロピルカーボネート、ジブチルカーボネート、メチルプロピルカーボネート、メチルブ
チルカーボネート、エチルプロピルカーボネート、エチルブチルカーボネート、ジメトキ
シエタン、ジエトキシエタン、メトキシエトキシエタンなどが挙げられるが、これらに限
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定されるものではない。
【００３３】
　前記環状カーボネート類、鎖状カーボネート類、及び、イオン液体は、任意の混合比で
混合することができるが、非水電解質の難燃性発現と電気化学特性の両立、及び、本発明
の効果を効果的に得るためには、鎖状カーボネート類と環状カーボネート類の含有比が、
４０体積パーセント：６０体積パーセントから７０体積パーセント：３０体積パーセント
の範囲内にあることが望ましく、また、イオン液体を４０体積パーセント以上含有してい
ることが望ましい。鎖状カーボネート類と環状カーボネート類の含有比が、上記範囲の下
限以上であることにより、非水電解質の融点及び粘度を低く設定することが容易となり、
高イオン伝導度の維持が容易となる。鎖状カーボネート類と環状カーボネート類の含有比
が、上記範囲の上限以下であることにより、リチウム塩の解離度を十分とすることができ
、高イオン伝導度の維持が容易となる。また、イオン液体の含有量が４０体積パーセント
以上とすることにより、単独では可燃性である有機化合物の占める割合が大きくなりすぎ
ないので、非水電解質の難燃性発現が容易となるだけでなく、本発明の最も重要な効果で
ある、本発明に係るセパレータを用いると従来のセパレータを用いた場合に比較して、逆
に高率放電特性が向上する効果を得ることが容易となる。
【００３４】
　なお、非水電解質には、難燃性溶媒である、リン酸エステルが添加されていてもよい。
リン酸エステルとしては、例えば、リン酸トリメチル、リン酸トリエチル、リン酸エチル
ジメチル、リン酸ジエチルメチル、リン酸トリプロピル、リン酸トリブチル、リン酸トリ
（トリフルオロエチル）、リン酸トリ（ペンタフルオロプロピル）、リン酸トリ（ヘプタ
フルオロブチル）等が挙げられるが、これらに限定されるものではない。これらは単独で
用いてもよく、２種以上混合して用いてもよい。
【００３５】
　非水電解質中のリチウムカチオンの含有量は、０．５～３ｍｏｌ／ｌの範囲であること
が望ましい。リチウム塩の含有量が０．５ｍｏｌ／ｌ以上であることにより、電解質抵抗
を低く維持でき、電池の充放電効率が低下する虞を低減できる。リチウム塩の含有量が３
ｍｏｌ／ｌ以下であることにより、非水電解質の融点が上昇し常温で液状を保つのが困難
となる虞を低減できる。以上の点で、非水電解質中のリチウム塩の含有量は、０．５～３
ｍｏｌ／ｌの範囲、さらに言うならば、０．５～２ｍｏｌ／ｌの範囲であることが好まし
い。
【実施例】
【００３６】
　以下に、本発明を実施例に基づき、さらに詳細に説明するが、本発明はこれらの記載に
より限定されるものではない。
【００３７】
　（比較電解質１）
　ＥＣと環状カーボネート類であるプロピレンカーボネート（ＰＣ）とＤＭＣとＥＭＣを
体積比３０：１０：３０：３０で混合した混合溶媒（以下、混合溶媒Ａという）１リット
ルに、１モルのＬｉＰＦ6を混合することにより、非水電解質を得た。混合溶媒Ａ中の鎖
状カーボネート類と環状カーボネート類の含有比は、４０体積パーセント：６０体積パー
セントである。
【００３８】
　（比較電解質２）
　１－エチル－３－メチルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルフォニル）イミ
ド（ＥＭＩ－ＴＦＳＩ）１リットルに、１モルのＬｉＮ（ＣＦ3ＳＯ2）2（ＬｉＴＦＳＩ
）を混合することにより、非水電解質を得た。
【００３９】
　（比較電解質３）
　環状カーボネート類であるエチレンカーボネート（ＥＣ）と鎖状カーボネート類である
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ジメチルカーボネート（ＤＭＣ）と鎖状カーボネート類であるメチルエチルカーボネート
（ＥＭＣ）を体積比３０：３５：３５で混合した混合溶媒（以下、混合溶媒Ｂという）１
リットルに、１モルのＬｉＰＦ6を混合することにより、非水電解質を得た。混合溶媒Ｂ
中の鎖状カーボネート類と環状カーボネート類の含有比は、３０体積パーセント：７０体
積パーセントである。
【００４０】
　（比較電解質４）
　ＥＣと環状カーボネート類であるプロピレンカーボネート（ＰＣ）とＤＭＣとＥＭＣを
体積比３０：３０：２０：２０で混合した混合溶媒（以下、混合溶媒Ｃという）１リット
ルに、１モルのＬｉＰＦ6を混合することにより、非水電解質を得た。混合溶媒Ｃ中の鎖
状カーボネート類と環状カーボネート類の含有比は、６０体積パーセント：４０体積パー
セントである。
【００４１】
　（比較電解質５）
　ＥＣとＰＣとＤＭＣとＥＭＣを体積比３０：４０：１５：１５で混合した混合溶媒（以
下、混合溶媒Ｄという）１リットルに、１モルのＬｉＰＦ6を混合することにより、非水
電解質を得た。混合溶媒Ｄ中の鎖状カーボネート類と環状カーボネート類の含有比は、７
０体積パーセント：３０体積パーセントである。
【００４２】
　（比較電解質６）
　ＥＣとＰＣと鎖状カーボネート類であるジエチルカーボネート（ＤＥＣ）を体積比５０
：４０：１０で混合した混合溶媒（以下、混合溶媒Ｅという）１リットルに、１モルのＬ
ｉＰＦ6を混合することにより、非水電解質を得た。混合溶媒Ｅ中の鎖状カーボネート類
と環状カーボネート類の含有比は、９０体積パーセント：１０体積パーセントである。
【００４３】
　（本発明電解質１）
　３００ミリリットルのＥＭＩ－ＴＦＳＩと７００ミリリットルの混合溶媒Ａとを混合し
、さらに１モル／リットルとなるようにＬｉＰＦ6を混合することにより、非水電解質を
得た。
【００４４】
　（本発明電解質２）
　４００ミリリットルのＥＭＩ－ＴＦＳＩと６００ミリリットルの混合溶媒Ａとを混合し
、さらに１モル／リットルとなるようにＬｉＰＦ6を混合することにより、非水電解質を
得た。
【００４５】
　（本発明電解質３）
　５００ミリリットルのＥＭＩ－ＴＦＳＩと５００ミリリットルの混合溶媒Ａとを混合し
、さらに１モル／リットルとなるようにＬｉＰＦ6を混合することにより、非水電解質を
得た。
【００４６】
　（本発明電解質４）
　７００ミリリットルのＥＭＩ－ＴＦＳＩと３００ミリリットルの混合溶媒Ａとを混合し
、さらに１モル／リットルとなるようにＬｉＰＦ6を混合することにより、非水電解質を
得た。
【００４７】
　（本発明電解質５）
　５００ミリリットルのＥＭＩ－ＴＦＳＩと５００ミリリットルの混合溶媒Ｂとを混合し
、さらに１モル／リットルとなるようにＬｉＰＦ6を混合することにより、非水電解質を
得た。
【００４８】



(8) JP 5157107 B2 2013.3.6

10

20

30

40

50

　（本発明電解質６）
　５００ミリリットルのＥＭＩ－ＴＦＳＩと５００ミリリットルの混合溶媒Ｃとを混合し
、さらに１モル／リットルとなるようにＬｉＰＦ6を混合することにより、非水電解質を
得た。
【００４９】
　（本発明電解質７）
　５００ミリリットルのＥＭＩ－ＴＦＳＩと５００ミリリットルの混合溶媒Ｄとを混合し
、さらに１モル／リットルとなるようにＬｉＰＦ6を混合することにより、非水電解質を
得た。
【００５０】
　（本発明電解質８）
　５００ミリリットルのＥＭＩ－ＴＦＳＩと５００ミリリットルの混合溶媒Ｅとを混合し
、さらに１モル／リットルとなるようにＬｉＰＦ6を混合することにより、非水電解質を
得た。
【００５１】
　（電解質燃焼性試験）
　上記した本発明電解質１～８及び比較電解質２～６について、電解質燃焼性試験を行っ
た。ガラスフィルターに各電解質を含浸し、アルコールランプの火を１０秒間近づけて着
火・燃焼の有無を確認した。
【００５２】
　（本発明電池用セパレータの作製）
　ポリエチレン製微孔膜（平均孔径０．１μｍ、開孔率５０％、厚さ２３μｍ、透気度８
９秒／１００ｍｌ）表面に、ポリフッ化ビニリデン粉末とＮ－メチル－２－ピロリドンを
１２重量パーセント：８８重量パーセントとなるように混合し、完全に溶解させた溶液を
塗布し、水中に浸漬させた。この過程で、Ｎ－メチル－２－ピロリドンが水と置換するこ
とによってポリフッ化ビニリデンからなる多孔体層が形成される。次に水分を乾燥させ、
厚さ２６μｍ、透気度１５８秒／１００ｍｌの本発明電池用セパレータａを得た。
【００５３】
　上記で用いたポリエチレン製微孔膜（多孔体層を形成していないもの、平均孔径０．１
μｍ、開孔率５０％、厚さ２３μｍ、透気度８９秒／１００ｍｌ）を比較電池用セパレー
タｂとした。
【００５４】
　（非水電解質電池の作製）
　実施例に係る非水電解質電池の断面図を図１に示す。実施例に係る非水電解質電池は、
正極１、負極２、及びセパレータ３からなる極群４と、非水電解質と、外装材としての金
属樹脂複合フィルム５から構成されている。正極１は、正極合剤１１が正極集電体１２上
に塗布されてなる。また、負極２は、負極合剤２１が負極集電体２２上に塗布されてなる
。非水電解質は極群４に含浸されている。金属樹脂複合フィルム５は、極群４を覆い、そ
の四方を熱溶着により封止されている。
【００５５】
　次に、上記構成の非水電解質電池の製造方法を説明する。正極１は次のようにして得た
。まず、ＬｉＣｏＯ2と、導電剤であるアセチレンブラックを混合し、さらに結着剤とし
てポリフッ化ビニリデンのＮ－メチル－２－ピロリドン溶液を混合し、この混合物をアル
ミ箔からなる正極集電体１２の片面に塗布した後、乾燥し、正極合剤１１の厚さが所定の
厚さとなるようにプレスした。以上の工程により正極１を得た。負極２は、次のようにし
て得た。まず、負極活物質である難黒鉛化炭素（エックス線広角回折法による（００２）
面の面間隔０．３４５ｎｍ）と、結着剤であるポリフッ化ビニリデンのＮ－メチル－２－
ピロリドン溶液を混合し、この混合物を銅箔からなる負極集電体２２の片面に塗布した後
、乾燥し、負極合剤２１厚みが所定の厚さとなるようにプレスした。以上の工程により負
極２を得た。極群４は、正極合剤１１と負極合剤２１とを対向させ、その間にセパレータ
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非水電解質中に極群４を浸漬させることにより、極群４に非水電解質を含浸させた。さら
に、金属樹脂複合フィルム５で極群４を覆い、その四方を熱溶着により封止した。
【００５６】
　（本発明電池、比較電池）
　セパレータ３として、本発明電池用セパレータａ又は比較電池用セパレータｂを用い、
非水電解質として本発明電解質１～８及び比較電解質２～６をそれぞれ組み合わせて、本
発明電池及び比較電池を作製した。
【００５７】
　（初期放電容量試験）
　本発明電池及び比較電池について、初期放電容量試験を行った。試験温度は２０℃とし
た。充電は、電流２ｍＡ、終止電圧４．２Ｖの定電流定電圧充電とした。放電は、電流２
ｍＡ、終止電圧２．７Ｖの定電流放電とした。得られた放電容量を、初期放電容量とした
。なお、本発明電池及び比較電池の設計容量は、全て１０ｍＡｈである。
【００５８】
　（高率放電試験）
　本発明電池及び比較電池について、高率放電試験を行った。試験温度は２０℃とした。
初期放電容量試験と同様の条件で、初期容量の確認を行った電池を、同様の条件で充電後
、電流１０ｍＡ、終止電圧２．７Ｖの定電流放電を行った。得られた放電容量を、高率放
電容量とした。
【００５９】
　以上の結果を表１にまとめて示す。
【００６０】
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【表１】

【００６１】
　表１から明らかなように、非水電解質として、有機溶媒又はイオン液体のいずれか一方
を含有していない比較電解質を用いた電池についてみれば、セパレータとして、多孔性基
材のみからなる比較電池用セパレータを用いた場合に比べ、多孔性基材にフッ素含有樹脂
を配した本発明電池用セパレータを用いた場合、高率放電特性が同等又は低下している。
これに対し、有機溶媒及びイオン液体の両方を含有している本発明電解質を用いた電池に
ついてみれば、セパレータとして、多孔性基材のみからなる比較電池用セパレータを用い
た場合に比べ、多孔性基材にフッ素含有樹脂を配した本発明電池用セパレータを用いた場
合、高率放電特性が向上していることがわかる。高率放電特性に優れた電池とすることが
できる本発明の効果は、少なくとも、、非水電解質がイオン性液体を３０～７０体積パー
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【００６２】
　なお、非水電解質の難燃性試験結果につき、比較電解質３～６が燃焼性を有するのに対
し、本発明電解質１～８及び比較電解質２は、難燃性または自己消火性を有することが分
かる。なかでも、非水電解質がイオン液体を４０体積パーセント以上含有することにより
、難燃性を確実にできる。
【００６３】
　また、非水電解質を構成する有機溶媒について、鎖状カーボネート類と環状カーボネー
ト類の含有比が、４０体積パーセント：６０体積パーセントから７０体積パーセント：３
０体積パーセントの範囲内にあることにより、高率放電特性の点で好ましいことがわかる
。
【００６４】
　なお、本実施例においては、セパレータ表面に複合化されている多孔体層のフッ素含有
樹脂材料として、ポリフッ化ビニリデンを例に挙げて説明したが、ポリフッ化ビニリデン
－ヘキサフルオロプロピレン共重合体を用いても同様の効果が得られる。
【００６５】
　また、本実施例においては、イオン液体として、ＥＭＩ－ＴＦＳＩを例に挙げて説明し
たが、その他のイオン液体を用いても同様の効果が得られる。
【図面の簡単な説明】
【００６６】
【図１】本発明に係る非水電解質電池の断面図である。
【符号の説明】
【００６７】
１　正極
１１　正極合剤
１２　正極集電体
２　負極
２１　負極合剤
２２　負極集電体
３　セパレータ
４　極群
５　金属樹脂複合フィルム
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              特開２００５－３５３４５２（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０１Ｍ　　　２／１６　　　　
              Ｈ０１Ｍ　　１０／０５　　　　
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